
◎裁判所職員定員法の一部を改正する法律 
（平成一五年四月九日法律第二四号）   

一、提案理由（平成一五年三月二五日・衆議院法務委員会） 

○森山国務大臣 まず、裁判所職員定員法の一部を改正する法律案について、その趣旨

を御説明いたします。 

 この法律案は、下級裁判所における事件の適正かつ迅速な処理を図るため、裁判所の

職員の員数を増加しようとするものでありまして、以下、その要点を申し上げます。 

 第一点は、裁判官につき、判事の員数を三十人及び判事補の員数を十五人増加しよう

とするものであります。これは、地方裁判所における民事訴訟事件、倒産事件及び民事

執行法に基づく執行事件の適正かつ迅速な処理を図るため、裁判官の員数を増加しよう

とするものであります。 

 第二点は、裁判官以外の裁判所の職員の員数を九人増加しようとするものであります。

これは、地方裁判所における民事訴訟事件、倒産事件及び民事執行法に基づく執行事件

並びに家庭裁判所における家庭事件の適正かつ迅速な処理を図るため、裁判所書記官等

を二百五十二人増員するとともに、他方において、裁判所の事務を簡素化し、効率化す

ること等に伴い、裁判所事務官等を二百四十三人減員し、以上の増減を通じて、裁判官

以外の裁判所の職員の員数を九人増加しようとするものであります。 

 以上が、裁判所職員定員法の一部を改正する法律案の趣旨であります。 

……………（略）…………… 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、衆議院法務委員長報告（平成一五年三月二七日） 

○山本有二君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、法務委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 裁判所職員定員法の一部を改正する法律案は、下級裁判所における事件の適正迅速な

処理を図るため、判事の員数を三十人、判事補の員数を十五人、裁判官以外の裁判所の

職員の員数を九人、増加しようとするものであります。 

 両案は、去る十八日本委員会に付託されたもので、二十五日森山法務大臣から提案理

由の説明を聴取し、二十六日両案に対しそれぞれ吉田幸弘君外一名から、自由民主党及

び公明党の共同提案による、施行期日を公布の日に改める旨の修正案が提出され、趣旨

説明を聴取し、質疑及び討論の申し出もないことから、採決の結果、修正案及び修正部

分を除く原案は可決され、両案はいずれも修正議決すべきものと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（平成一五年三月二六日） 

○吉田（幸）委員 ただいま議題となりました裁判所職員定員法の一部を改正する法律

案及び下級裁判所の設立及び管轄区域に関する法律の一部を改正する法律案に対する修

正案につきまして、自由民主党及び公明党を代表いたしまして、その趣旨を御説明申し



上げます。 

 趣旨の要旨は、裁判所職員定員法の一部を改正する法律案において、「平成十五年四

月一日」となっている施行期日を「公布の日」に、また、下級裁判所の設立及び管轄区

域に関する法律の一部を改正する法律案において、「平成十五年四月一日」、「同月二十

一日」となっている施行期日を「公布の日」、「平成十五年四月二十一日」に、それぞれ

改めることであります。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願いいたします。 

三、参議院法務委員長報告（平成一五年四月二日） 

○魚住裕一郎君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、法務委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、裁判所職員定員法の一部を改正する法律案は、下級裁判所における事件の適正

迅速な処理を図るため、裁判所職員の定員を改め、裁判官のうち、判事の員数を三十人、

判事補の員数を十五人、また、裁判官以外の裁判所職員の員数を九人、それぞれ増加し

ようとするものであります。 

……………（略）…………… 

 なお、両法律案は、衆議院において、施行期日に関する修正が行われております。 

 委員会におきましては、両法律案を一括して審査を行い、司法制度改革に伴う裁判官

増員の必要性、裁判員制度における速記制度の在り方、いわゆる判検交流の現状、裁判

所に関する立法の在り方、刑務所在監者の処遇問題等について質疑が行われましたが、

その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、順次採決の結果、両法律案はいずれも全会一致をもって原案どおり可

決すべきものと決定いたしました。 

 以上、御報告申し上げます。 


